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［要約］2002 年度から 2003 年度にかけて、新組織体制のもとで活発に行われた社会情報

学部 SORD プロジェクトの事業活動を総括し、課題を整理する。とくに北海道社会調査のデ

ータベースを作成するという SORD の方針転換について説明し、その準備作業としての

2002-03 年度の SORD 活動について報告する。なぜ方針転換なのか、北海道に特化するとい

うときの理念は何か、予備的な知識社会学的検討の結果見えてきたものは何か、について

検討する。また通常業務のなかで浮上している課題と、課題解決の方向性についても整理

する。すなわち本稿は SORD の活動報告・中期目標設定であると同時に、データアーカイブ

論序説としての意味も持っている。 

 

１．はじめに：なぜ方針転換なのか 

 

1.1 SORD 日社 DB の到達点と課題 

 本紀要において過去数回報告があるように（新國ほか 1995; 新國 1996; 中澤 2003）、

札幌学院大学社会情報学部では、1993 年度から日本社会学会会員が過去 10 数年間に行っ

た社会調査について全国調査を実施し、調査に関する概要情報をデータベース化してきた。

10 年間にわたる一連の活動を SORD（social and opinion research database）と称してい

る（http://www.sgu.ac.jp/soc/sordhp/）。中澤（2003）で示したように、この 1144 件の

データベースは、日本社会学会会員が実施した調査の 20-40%をカバーしていると考えられ

る。結果は冊子『日本の社会・意識調査』としてまとめたほか、1998 年から 730 件が下記

WWW 上に公開され、5 年間の累計アクセスは 4 万件以上に達している。これまで、日本で実

施されている社会調査のデータが調査者の手元に置かれていて、「その実態の把握が困難」

「再分析をしたくても素データの入手が困難」と指摘されてきた問題に対して、解決の道

筋をつけるデータアーカイブの先駆けになったわけである。以下、このようにして形成さ



れたデータベースを「日社 DB」と呼ぶことにしよう。 

 日社 DB 作成作業を通じて SORD が挙げた成果は、三点に整理できる。(1)データが蓄積さ

れることそれ自体がもつ集積効果と広報効果を証明できたこと。またデータをめぐるコミ

ュニケーションの活発化が、社会学者自身の意識を変え、生産者と利用者との相互不信の

払拭につなげたこと。(2)「調査の調査」（SORD の用語では「調査概要情報」）によって社

会調査の趨勢が理解できること（中澤, 2003）。(3)データの整理加工、Web による情報発

信ノウハウが蓄積されたこと、である。 

 しかし、これら三点それぞれの成果は、新たな課題を浮き彫りにするものでもあった。

第一に、単なるデータベースでは利用のされ方に限界があるということだ。先行研究のレ

ビューとしても、まだまだ利用されていないため、似たような調査が濫発される傾向に歯

止めがかけられない。第二に、項目の欠落や蓄積のばらつき、異なる質のデータの混在な

どにより、信頼できるデータになりきっていないということである。やはり、データ・エ

ディティング作業が、新しいデータセットが入荷するたびに行われる必要がある。また、

調査会社への委託の有無など、調査項目に取り入れるべき要素も多い。第三に、調査全体

の趨勢を逐次報告できるようなワークフローを設計したり、ネット・コミュニティを維持

するための努力を加速したり、また目的別に動線を整理したサイトに作り替えるなど、WWW

サイトを含めて情報デザインを根本的に再構築する必要があることである。さらに、自己

申告型であることの限界も見えてきた。現状では、質的にかなり異なるデータセットが混

入し、フィルタリングやエディティングがうまく機能していない。さらに、忙しい人、多

くの生産成果を挙げている人が申告しないことも多いので、申告のインセンティブや働き

かけが必要とされている。さらに、過去の調査とか、死去したり引退したりした人の調査

はデータベース化されないので、過去の文献から、調査を拾い上げるような作業も必要と

なりつつある。 

 

1.2 社会調査の普遍化と分散型データアーカイブ 

 1980 年代以降、社会学会において社会調査は急速に普遍化した。その中で既存の SORD

フォーマット（「素データ作成フレームワーク」）は陳腐化しつつあり、ワン・ショットの

質問紙調査を前提にしていて、調査の深みや広がりに対応できていないという問題が出て

きた。調査の多様化にともない、調査そのもののカテゴリ－化をしてからコ－ディングす

る必要が生まれている。また、専門学会の設立と活発化にともない、ニ－ズが異なること

も浮き彫りになっている。たとえば地域社会学・都市社会学の分野であれば、市町村ごと

に過去、どのような調査が行われたかデータベース化されていれば、きわめて有用である

が、SORD はこのような使い方を想定していない。 

 このような状況の中で、大規模な機関が行った比較的有名なデータセットの収集に特化

して成功を収めたのが、東大 SSJDA である。この機関が牽引車となって学会でのテーマセ

ッションを企画するなど、データアーカイブに関する社会学会内部の関心は高まりつつあ



り、東大 SSJDA がまとめた『社会調査の公開データ』（佐藤・池田編, 2000）は版を重ねて

いる。しかし、同書ではデータの利用に関する議論が中心であって、データの内容管理に

関する議論の蓄積は不十分であり、この分野では東大社会科学研究所が 1959 年にまとめた

『戦後日本の労働調査』以降、目立ったものはない。そこで、方向転換以後における我々

のプロジェクトは、この空白を埋めようとしている。この方針転換の契機について 1.3 項

で触れ、新しいプロジェクトの理念については、2 節で説明する。 

 

1.3 日本社会学会からの申し入れと対応 

 2002 年 7 月、日本社会学会の「社会調査士資格に関する特別委員会」から、2000 年度以

降の日本社会学会会員による調査について、SORD と同様のデータベースを学会として作成

する旨の申し入れがあった（直井優研究代表、研究成果公開促進費、課題番号 158052）。

これをめぐって SORD 内部で何回か話し合いを持ったが、結局、次のような結論に達した。

無意味な競合を行うのは、学会の発展を考える上で本意ではない。ただ、SORD が先駆者で

あることに、つねに言及されるように留意していただく、ということである。また、残さ

れた課題として以下の 2 点について検討・調整すべきことを伝えた。(1)WWW ページにおい

て日本社会学会と SORD の関係をどう表示するか、データの編集加工・発信提示の分担をど

うするか。(2)1999 以前調査の管理と補充をどのように分担するか。こうした詰めの部分

をのぞけば、SORD の基本的なコンセプトはより大きな組織に引き継がれることになる。 

 この事態は、いうまでもなく SORD の存在意義が問われる局面でもあるが、新たなチャン

スと捉えることもできる。われわれは、何度かの話し合いののち、活動を収束させるので

はなく新しい方針のもとに経験を活かしていく道を選んだ。すなわち、北海道の社会調査

に改めて光をあて、これまでの経験を生かしつつより質的に深みのある北海道社会調査デ

ータベースを構築するという方針を立てたのである。これは、地方分散型データアーカイ

ブの一翼を担うということでもある。そこで 2 節では、この新方針に基づいた北海道社会

調査データベース（以下、道社 DB と略称する）の理念と方法論について述べたい。 

 

２．北海道社会調査データベースの形成に向けて 

 

2.1 道社 DB の理念 

 これまで北海道の地域を対象にした調査は、きわめて広範囲の研究者・研究領域におい

て多数実施されてきた。それは北海道という地域が、戦前は国内植民地として、戦後は食

糧基地・地政学的拠点・大規模開発のモデルなどとして、常に国家政策の実験場であった

という歴史的意義から導かれた結果である。ここから北海道社会学会には地域調査の伝統

があり、全国的にみて高く評価される農村調査・産業調査などが集積している。また、本

州の研究者も北海道を研究対象とするケースが多くある。しかし残念ながら、これらの調

査がデータベースとして集積され、次世代に引き継がれるとか、北海道の財産として生か



されるということにはなっておらず、貴重な調査が多く散逸しているのが現状である。本

道社 DB 作成によって、これらの遺産が活用されるよう動機づけを高めるのが我々のねらい

である。すなわち、本 DB には三つの意義があると考えられる。 

 第一に、社会調査論・データベース論上の意義である。われわれの試みは、地方分散型

データアーカイブのモデルを形成する作業と位置づけることができる。将来的には社会調

査そのものの受託にまで進むことも考えられるが、こうするとデータの生産・管理・利用

というライフサイクルの全過程において、ある種の教育的機能をアーカイブが果たすこと

ができる。このとき、社会学研究者養成のためのレビュー機能を果たすには、個別質問文

のデータベース化が必要であり、また報告書・論文について、「日本社会学会文献目録」「科

学研究費補助金研究成果概要データベース」「国立情報学研究所・学術雑誌目次速報データ

ベース」等と連携させるサイト運用が課題となってこよう。さらに、重要な調査について

は、調査過程の資料も貴重な遺産だというとらえ方が必要である。「作業仮説の資料整理段

階での具体化としての、聴取り調査の場合のケース・レコード整理基準、流し調査の場合

の統計表作成にあたっての転記カ－ド、統計表の表頭・表側の分類基準、さらには社会階

層分類表、職業・業種分類表などの意味を、より重要視しなければならない...つまり、こ

れらの資料整理基準・分類表などが、調査のプロセスのより進展した段階での作業仮説の

一層の具体化であり、調査の結論を導きだす直接的前提条件になっている」（『戦後日本の

労働調査』）という指摘がある。すなわち、過程の検討を通じてリサーチ・リテラシーを高

めるという観点があってよい。今日的には、インタビュー音声記録や映像などマルチメデ

ィアの保存も検討課題に上ってこよう。ちなみに、アーカイブがこのような教育的機能を

果たすようになれば、その担い手としてのデータ・アーキビストの養成についても考えね

ばならない。管理者の仕事に学会的意義を認め、社会調査の知識をもった専任（できれば

常勤）の管理者を確保するような方策が検討されねばならない。このとき、図書館情報学

をはじめ、他分野との連携の必要が生まれるし、社会調査士資格との関連でいえば、「デー

タ管理学」「質問文史」「リサーチ・リテラシー」などの科目が成立しうるような研究蓄積

が作り出されねばならない。 

 意義の第二番目は、北海道社会論上のものである。内国植民地としての産業発達と集団・

家族を記録し、保存し、つねに再活性化することが、辺境から日本史を照射することにな

る。いっぽう、自分たちの位置価を正確に認識することで、デラシネになりがちな住民意

識に根っこを与え、それが地域づくりの力が生まれるということも間違いない。専門の学

者にとって「つまらない」記述に終始した調査報告であったとしても、特定の地区にとっ

ては十分有益ということもありうる。地元にとって有益な情報の蓄積とデータベース化と

いうことが、より真剣に考えられてよいだろう。 

 第三に、地域社会学研究のモデルとしての意義がある。都市と農村の接触など、地域社

会学の主要テーマをきちんと実証し続けてきたのが北海道の社会学である。都市社会学

会・地域社会学会にとって、それらが活用可能な形で提供され続けることの意義は大きい



といえるだろう。 

 

2.2 今後の作業の段取り 

 このような理念のもとで、次のような段取りで道社 DB 作成の作業を進めていく予定であ

る。第一に、これまでの北海道研究の蓄積について文献リストを作成し、それらを知識社

会学的にレビューしていくこと。この作業は 2003 年度から初めており、本格的には 2004

年度に展開されるが、ごく予備的な印象について 4 節でふれる。第二に、代表的な調査を

特定して、その関連資料を収集し再構成すること。第三に、以上の作業を踏まえて

relational database を作成することである。第二と第三の作業は、予算が獲得できたの

ちに 5-6 年をかけて取り組むべき課題であるので、2004 年度はいまのところ、第一の作業

を先行させて行う予定である。 

 

３．2002-2003 年度における SORD 活動の概要 

 

 2 節のように道社 DB の準備をすすめる一方、この 2 年間にわたり SORD では通常業務の

内容も以下のように洗練し、新しい方向性を示すようにつとめた。この 2 年間に行った検

討は次のとおりである。 

 

3.1 標準化と迅速化に向けた実務的検討 

 すでに 2001 年度ころから、規程・用語・フォーマットなどの標準化とアップデートが課

題として浮上してきていた。日本社会学会では、論文作成のうえでの約束事を決めた『社

会学評論スタイルガイド』があるが、これと同様、データセットの整理についても新フォ

ーマットの作成と、データセット作成ガイドの整備を進める必要がある。データベースの

加工・編集をめぐるノウハウを蓄積・明文化していくということである。まずは、概要情

報、寄託、登録、データセット、データベース、データアーカイブなどの用語の定義を統

一すること、また「調査の調査」をどう呼ぶかを決めること、などを学会レベルで整理す

る必要がある。こうした標準化をすすめるための問題提起として、ホームページ上に「デ

ータアーカイブ用語集」というページを 2001 年度から付加している。 

 

3.2 SORD 組織の再構築と関係主体との連携 

 以上のような課題を実現するため、SORD 組織体制の見直しを行い、事務局長職を置いた

ほか、事務局メンバーを増強した。さらに年 4-5 回のペースで事務局会議を開催し、プロ

ジェクトの分業体制を確立するとともに、各自の担当業務の進捗状況を定期的に確認する

こととした。この間、2003 年度末まで中澤が事務局長をつとめたが、西城戸誠（京都教育

大学）、新藤慶（北海道大学大学院）、松宮朝（愛知県立大学）の各氏にも加わっていただ

き、通常業務の見直し、Web 発信体制の強化、日社データベースの見直し、道社データベ



ース作成の段取りについての検討など、幅広い議論を重ねた。2004 年度からは、西城戸が

事務局長を引き受けることになっている。 

 また広い協力関係のネットワークを形成するため、ワークショップなどを通じてデー

タ・アーキビストの養成に向けた意見交換につとめた。相互知識の蓄積により、古書店街

的な集積効果をあげていくことが期待されるからである。今後とも研究会の開催などを通

じて、日本社会学会、北海道社会学会、道内公立図書館や道庁などとの連携を深めてゆく。 

 

3.3 データセットの充実 

 通常の業務の一環として、過去 2 年間にもいくつかのデータセットを受け入れることが

できた。とりわけ、原純輔氏（東北大学）から寄託された『青少年の性行動調査』（第 2

回'81、第 3 回'87、第 4 回'93、第 5 回'99）は、別の研究者（４名）から二次利用の申し

込みがあり、SORD を有効なものにしていく上で貴重なデータとなっている。既に、1 名の

研究者が二次利用の結果を論文にしており、SORD の HP にもリンクして公開されている。

また、稲葉昭英氏（都立大）からは、『例題用データ収集のためのデータ』を教育用データ

として提供していただいた。教育用という条件付ではあるが誰でも HP からダウンロードで

きるようになっており、関係者に利用されている。なお、2003 年度は公開している 15 件

（稲葉氏のデータを除く）のデータセットの内 7 件について、研究者（大学院生含）12 名

から利用申請希望があった。このように公開データセットの利用という局面でも、地道に

実績が作られつつある。こうした貢献を踏まえ、今後とも日社 DB にかかわるデータセット

の受け入れを継続していく予定である。 

 一方、新しい方針に照らして言えば、今後北海道社会調査データセットの受け入れを進

めていくことが課題となる。これに関連して、北海道大学の小林甫氏から、退官に伴い貴

重な資料を寄託していただけることになったのは、ありがたいことである。これを契機に、

散逸しがちだった道内調査資料を積極的に収集し、道内社会調査の拠点として成長してい

きたいと考えている。 

 

3.4 ワークショップの戦略化と公開性の強化 

 以上のような方針に基づき、ワークショップもここ数年間、データアーカイブへの展開

と道社 DB の形成を念頭に開催してきている。その内容は次のとおりである。 

 

2001 年度 2002 年 3 月 24 日（日） 

報告 1 SORD データからみる社会調査の趨勢 中澤秀雄（札幌学院大学社会情報学部） 

報告 2 日本におけるサ－ベイ調査の導入とデータ管理の現状 玉野和志（東京都立大学人

文学部） 

報告 3 マスコミュニケーション研究とデータ管理：データ 収集と分析過程に関する再現

性をめぐって 是永論（立教大学社会学部） 



全体討論 コメンテータ：小島秀夫（茨城大学教育学部）、稲葉昭英（東京都立大学人文学

部） 

 

2002 年度 2003 年 3 月 16 日（日） 

報告 1 SORD の現状と今後／中澤秀雄（札幌学院大学社会情報学部） 

報告 2 北海道の社会学調査をふりかえる／酒井恵真（札幌学院大学人文学部） 

報告 3 北海道経済の社会調査史／大沼盛男（北海学園大学名誉教授） 

全体討論 コメンテータ：小島秀夫（茨城大学）、大野 晃（北見工業大学）、村上文司（釧

路公立大学） 

 

 2003 年度についても、2004 年 3 月に北海道社会調査 DB の作成を念頭においたワークシ

ョップの開催が予定されている。 

 

3.5 発信媒体としての Web の充実 

 HP へのアクセスは累計で 6 万を突破し、順調に伸びている。掲示板への書き込みの増大

も見られた（ただし、サーバー事故のため一時休止した）。掲示板への書き込みには迅速に

対応するほか、専任の事務局員による更新情報の充実につとめ、またデザインのマイナー

チェンジも行っている。 

 しかし、利用者の動線にあわせた Web の効果的な設計や、迅速な情報発信に向けたワー

クフロー整備などまだまだ課題も多い。2004 年度には公開開始以来 3 度目となるサイト構

造の根本的改訂をおこない、魅力的でリピ－タ－の多いサイトを構築してゆきたい。この

作業にあたって、特定の Web Master に負担を集中させるのではなく、メンバーが各ディレ

クトリの更新を分散的に担当してサイトの更新頻度を高め、かつ新着情報だけは共通して

書き込めるような形態を工夫する予定である。 

 

４．北海道社会調査の知識社会学：文献予備調査から見えてきたこと 

 

4.1 今年度の作業状況 

 道社 DB 作成のために今年度行った具体的な作業は、現在までの『社会学評論』に掲載さ

れた北海道社会の実証的研究、「第 20 回北海道社会学会大要」（1972 年）に掲載された研

究一覧、戦前から 1981 年までの北海道社会の地域研究をレビューした大山論文（1984）、

2002 年度 SORD ワークショップの酒井恵真報告で提供された論文リストなどを用いて、「北

海道社会調査に関する文献目録」の作成を行った（巻末の付録参照）。このリストは北海道

に関する社会調査を完全に網羅するものではなく、現時点での中間報告である。 

 本稿では、このリストのうち、とくに『社会学評論』に掲載された北海道地域研究のレ

ビューを中心にして、北海道地域研究の大まかな傾向について述べることにしたい。そも



そも地域研究（特にモノグラフ的要素が強い研究）は『社会学評論』にはあまり掲載され

ないという批判があるかもしれないが、今後、プロジェクトとして徐々に先行研究の幅を

広げたいと考えている。本節はあくまでも予備調査の段階の考察であることに留意された

い。 

 

4.2 テーマの傾向 

 まず『社会学評論』に掲載された北海道に関する社会調査のテーマについて概観しよう。

研究対象地域を農漁村社会と都市社会に分けると、以下のような傾向が見られる。第一に

農漁村社会については、当該社会の家族、就業構造、生活史などのモノグラフ的な研究が

なされている。また、農村社会学の分野では、北海道農村の村落類型を行い北海道農村社

会の特質を分析するといった一連の作業の他に、構造改善事業の導入に伴う農村社会の変

動に関する議論が多い。さらに、北海道へ入植した開拓者に関する研究も散見される。第

二に、都市社会を対象とした研究には、家族社会学の立場から都市化と家族構造の関連に

関する議論や、産業社会学の立場から炭坑や工業都市における家族、階層、労働の問題が

議論されている。また、都市社会学の立場から、都市の社会関係やネットワーク、コミュ

ニティ論などが展開されている。 

 ちなみに、これらの傾向は、1953 年から 71 年までの北海道社会学会会員の自己申告に

よる業績リストからも同様に見て取れる。「家族・親族」、「農村・漁村」、「都市」、「地域・

人口」、「産業・労働」、「階級・階層」、「教育・文化」、「社会問題・社会福祉」、「書評」、「理

論・その他」という 10 分類において、北海道社会を実証的に研究した論文のテーマは、「農

村・漁村」が 37.7％「地域・人口」が 19.8%、「家族・親族」が 13.2％であった。以下、「都

市」「教育・文化」が 9.4％、「産業・労働」が 5.7％と続いている。 

 

4.3 方法論別の傾向 

 次に北海道地域研究を方法論から整理していきたい。ここでは事例研究と計量的研究に

大別して整理し、その特徴を概観しよう。地域研究は一般的に事例研究（ケーススタディ）

が多いが、北海道社会の調査研究においても該当するといえる。以下、事例研究のパター

ンを 3 つに大別して整理してみる。 

第一に、当該テーマに関する理論的背景（多くはアメリカの実証主義的社会学による理論）

を踏襲し、それを北海道社会の事例に照らし合わせた議論である。例えば、北海道の都市

部を対象とした家族社会学やコミュニティ論、ネットワーク論などが該当する。こうした

研究は、対象とした事例は北海道社会の諸現象であったにしろ、結論を一般的な知見に求

めるため、なぜ「北海道」研究であるのかという観点はあまり見られない。 

 第二に、北海道社会独自の現象を取り上げ、北海道の特殊性を議論する研究がある。北

海道農村の村落類型化から北海道農村社会の特質を分析する試みや、開拓地としての北海

道は、開拓者・移住者がどのように「内地」とは異なる地域形成を行ってきたのかといっ



た研究が該当する。 

 第三に、後述するような計量的な分析までは行わないものの、調査票を用いて、北海道

社会のあるトピックスの一般的なパターン（構造）を見いだすことを目的とした研究があ

る。例えば、北海道の農村社会や工業都市の社会構造を析出しようとした布施鉄治や鎌田

とし子のグループにおける一連の研究が該当するだろう。上述したように、北海道が戦前

は国内植民地として、戦後は食糧基地・地政学的拠点・大規模開発のモデルとして、常に

国家政策の実験場、ひいては資本主義の実験場として位置づけられてきた歴史的経緯があ

った。北海道社会を構造的に理解することで、北海道社会の現実から日本社会を逆照射さ

せることに上記の研究の狙いがあったといえる。 

 次に、計量的な手法を用いた研究を見てみよう。北海道地域を対象とした研究の中でも、

計量的な手法を用いた分析が比較的多いことは、特徴として取り上げてもよいであろう。

この背景には、そもそも戦後北海道の社会学は実証的研究の志向性を持っているだけでは

なく、1970 年代以降、北海道大学などで大型計算機、コンピュータを用いた計量的研究が

全国に先がけて行われていたことが関連していると思われる。テーマとしては、都市社会

学、家族社会学、ネットワーク論などが挙げられる。また、計量的な研究の性格上、一般

的な知見を求めるため、北海道を対象とする必然性は意識されていない。比較研究（例え

ば、札幌と他の都市の比較）に関しても、北海道の特色を問う議論はあまり見られない。 

 

4.4 予備調査からの知見と今後の課題 

 このように『社会学評論』から概観した北海道の社会調査による実証的研究は、年を経

るごとに、「北海道社会」の特殊性や一般性を正面から扱う研究が少なくなっている。これ

は今回のレビューが『社会学評論』という全国誌であったという側面はあるにせよ、他の

媒体でも同様の傾向が見られることは想像に難くない。 

 現在の都市社会学、地域社会学、農村社会学、環境社会学などの分野において、都市社

会、農村社会の変化、都市と農村の関係のあり方などが問われ続けているが、これらのテ

ーマを実証しつづけてきたのが北海道社会の実証的研究であった。われわれは、これまで

の北海道の社会調査の実績を蓄積し、それを踏まえることによって、都市社会学、地域社

会学、農村社会学、環境社会学などの分野において問われるべき「問い」を見いだし、ま

たその問いを解くための情報を得ることができるのではないだろうか。例えば、「現在」の

北海道社会のさまざまな地域問題を解決するといった実践的な課題を解くためには、まず

は「過去」の北海道の地域社会との連続性を問うことは不可欠であろう。また、現代社会

の都市と農村の関係を考察する上で、都市と農村を同時に観察できる北海道社会は格好の

フィ－ルドであるが、都市や農村、またその関係がどのように変容したのかを考察するた

めにも、過去の調査を紐解く必要があろう。さらに、戦後日本社会の発展を支えた工業都

市やそこに生活していた人々の調査蓄積をみることで、現在、その地域社会はどのように

変化し、人々はどうなったのかといった新たな問いも生まれてくるだろう。このような作



業は、北海道社会だけではなく、北海道社会から逆照射された日本の都市や地域を見いだ

すことにつながってくるはずである。  

 今後、北海道の社会調査のリストづくり、データセットや関連資料の収集、それら資料

群を的確に整理しデータベースとして表現していくこと、そして北海道の社会調査の知識

社会学的考察を深めていくことによって、社会学の実証研究における理論的、実証的課題

を徐々に明らかにしていきたいと考えている。 

 

５．今後の展望 

 道社 DB の作成は手間のかかる作業であるが、これが一定程度形になれば、社会学のみな

らず、経済学など幅広い層の研究者、とりわけ北海道内の研究者によるデータベース利用

が見込まれる。想定される利用内容としては、研究者や行政機関が新しい調査を企画する

際のレファランスとしての利用、若手研究者・学部生の教育のための図書館的機能、さら

に同一テーマ・同一地域の調査を結びつけるための参考資料として利用されることが期待

される。データベースは、その特徴である一覧性によって、訪問者に対して何らかの「き

っかけ」を提供し、その後のネットワ－キングやレファランス的機能の発揮についてはデ

ータ・アーキビスト的な人間が「司書」的な機能を果たすのが理想である。繰り返しにな

るが、「データの司書」的機能を提供できるデータアーカイブに脱皮することを見据え、学

内・学外を問わず関係者との連携を強めていくつもりである。 

 SORD の活動に、引き続きご支援をいただければ幸いである。 
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